





























































































































































































































外 国人登録証 に替 えてICチ ップ入 りの在留 カ
ー ドを導入 し,高い専門的 ･技術的分野 の外国
人 を優遇的に扱 う ｢高度人材 ポイ ン ト制度｣ を
開始 した｡だが,少子化が急速 に進む 日本では,
｢単純労働力｣ の不足 も必至で あ る｡国連人権
理事会が任命 した ｢移住者 の人権 に関す る特別
報告者｣ ホル- ･ブス タマ ンテが 2010年 3月
に訪 日し, 日本には移住労働者 の権利 を保障す
る包括的な移民政策が欠如 してい る と報告書で
指摘 した6)が,外 国人 の在留 を含 む移 民政策




可 を与 えるべ きとした理 由は,人権条約 の義務
違反 で はない｡一方, 日本政府 は 1979年 に市
民的及 び政治的権利 に関す る国際規約 を批准 し
てお り,同規約 17条 は家族 が慈恵的 に干渉 さ
れ ない権利 を規定 す る｡ また,1994年 に児 童
の権利 に関す る条約 を批准 してい るが,同条約
9条 1項但書 は,児童 の最善 の利益 のために必
要 な場合 に児童 を親か ら分離す るこ とを禁止す
る｡近年, 日本の国内外で,未婚 ･非婚 の親,
事実婚,子連れの同棲,同性のパ ー トナーな ど,
入国管理局の考 える ｢真撃で真正 な婚姻 関係｣
に当てはまらない形態の家族が増加 してい るが,
この ような家族 (の一部)が家族 の分離 な ど著
しい不利益 を被 る場合,命令 の是非が裁量権 の
範囲に関す る議論 に留 まるのか,興味が持たれ
る ところである｡
































(平 成19)年8月28日判 決 ･判 時1984号 18
頁)- ｣国際人権20号 (2009年)
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